R4(補正)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＺＥＨ補正

第１号様式（第６条関係）
	交付決定番号
※記入しないでください
	


申請日：西暦　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
一般財団法人ふくしま建築住宅センター　代表理事　様
ＺＥＨ建築事業者支援事業補助金交付申請書
令和４年度において、下記のとおりＺＥＨ建築事業者支援事業を実施したいので、ＺＥＨ建築事業者支援事業補助金交付事務取扱要領第６条第１項の規定により、関係書類を添えて、下記のとおり申請します。
記
１　申請者に関する事項
	住所
(都道府県より記入)
	〒　　　　－


	フリガナ
	 

	氏名又は法人名
	

	フリガナ
	
	役職
	

	代表者名
（法人の場合）
	
	
	

	担当者
	氏名
	
	所属
	

	電話番号
	固定電話
	―　　　　　　―

	
	携帯電話
	―     　　    ―

	FAX
	

	メールアドレス     
	


　○申請者の分類　※当てはまる項目に項目に✓を入れてください
□個人事業主　　　　□法人
○企業区分
	資本金（　　　　　　　　）万円
	従業員数（　　　　　　）人
	業種（　　　　　　　）


※個人事業主の場合、資本金は「０万円」と記入してください。
※①～④の当てはまる項目に✓を入れてください。
1 ：□製造業・建設業・運輸業（□資金又は出資の総額：3億円以下／□従業員：300人以下）
2 ：□卸売業（□資金又は出資総額：1億円以下／□従業員：100人以下）
3 ：□小売業（□資金又は出資総額：5千万円以下／□従業員：50人以下）
4 ：□その他の業種(①～③を除く)(□資本金又は出資総額：5千万円以下／□従業員：100人以下)
２　対象住宅に関する事項
	住宅の所在地
	〒　　　　－


	構造
	造
	階数
	階建て


	地域区分
	□２地域　□３地域　□４地域　□５地域
	延べ面積
	㎡

	工事請負契約締締結日
※請負契約によらない場合は確認済証の交付日
	令和　　年　　　月　　　日　
	完成予定年月日
	令和　　年　　　月　　　日


３　補助金額に関する事項
	補助金交付申請額
	１，０００，０００円
	
	交付決定額（　　　　　　　　　　　）円
！記入しないでください！


４　誓約事項（内容を確認後、✓を入れてください）
５　誓約事項（内容を確認後、✓を入れてください）
□　私は、以下の事項について、同意します。

６　本件責任者及び担当者氏名
　責任者氏名
　担当者氏名
　連　絡　先
７　提出書類リスト　≪募集案内をご確認のうえ、ご提出ください（郵送又は持参）≫
※　過去に交付決定を受けていない場合
	必要書類
	チェック項目
	個人
事業主
	法人

	必ず提出する書類
	ア
	登記事項証明書
	原本
	・交付申請日から３か月以内のもの
	-
	□

	
	イ
	直近の財務諸表
	写し
	・直近３期分の貸借対照表、損益計算書、販売額及び一般管理費明細書当（直近２期連続で債務超過となっていないこと）
	-
	□

	
	ウ
	役員名簿「第2号様式」
	原本
	・役員全員が記載されていること
	□
	□

	
	エ
	住民票の写し
	原本
	・交付申請日から３か月以内のもの
・マイナンバーが記載されていないもの
	□
	-

	
	オ
	法人税確定申告書
	写し
	・直近のもの
・申請書別表一～別表二
	-
	□

	
	カ
	所得税確定申告書
	写し
	・直近のもの
・申請書第一表～第二表
	□
	-

	
	キ
	建築士による「住宅立地区域」に関する確認書「第３号様式」
	原本
	・建築士の押印があるもの
	□
	□

	
	ク
	「住宅立地区域」を証明した建築士の建築士免許証
	写し
	
	□
	□

	
	ケ
	工事請負契約書
	写し
	・契約締結日が令和４年４月１日以降のもの
・請負契約によらない場合は、確認済証の写し
	□
	□

	
	コ
	建設業許可書又は建設業許可証明書
	写し
	
	□
	□

	
	サ
	県税に未納がないことの証明書
	原本
	・各地方振興局で発酵されるもの
	□
	□

	
	シ
	県内に事業所を有することを証する書類
	写し
	下記のいずれか

・県内の事業所が記載されている登記事項証明書
・法人県民税の納税証明書
・県内の事業所のＨＰ、地図、写真等
	-
	□

	
	ス
	申請者及び事業所の概要資料
	原本
	
	□
	□

	
	セ
	内覧会実施同意書「第４号様式」
	原本
	・建築主の署名があるもの
・請負契約によらない場合は不要
	□
	□

	
	ソ
	その他知事が必要と認めるもの
	原本
	
	□
	□


★：各様式はインターネットでダウンロードしたものを使用してください　　
●その他補助事業者が必要と認める書類を提出していただく場合がございます
※　過去に交付決定を受けている場合
	必要書類
	チェック項目
	個人
事業主
	法人

	必ず提出する書類
	ア
	補助金受給状況確認書「第５号様式」
	原本
	・過去の交付決定通知を全て記入しているもの
・過去の交付決定通知の写しを全て添付すること
	□
	□

	
	イ
	建築士による「住宅立地区域」に関する確認書「第３号様式」
	原本
	・建築士の押印があるもの
	□
	□

	
	ウ
	「住宅立地区域」を証明した建築士の建築士免許証
	写し
	
	□
	□

	
	エ
	工事請負契約書
	写し
	・契約締結日が令和４年４月１日以降のもの
・請負契約によらない場合は、確認済証の写し
	□
	□

	
	オ
	内覧会実施同意書「第４号様式」
	原本
	・建築主の署名があるもの
・請負契約によらない場合は不要
	□
	□

	
	カ
	その他知事が必要と認めるもの
	原本
	
	□
	□


★：各様式はインターネットでダウンロードしたものを使用してください　　
●その他補助事業者が必要と認める書類を提出していただく場合がございます
□　申請者は税金の滞納がなく、刑事上の処分を受けておらず、公的資金の交付先として社会通念上適切であると認められる者です。


□　申請内容に変更があった場合、速やかにセンターへ報告します。


□　提出した申請書の記載内容に軽微な誤りがあった場合は、事実に基づき訂正されることについて同意します。


□　本申請の記載内容に虚偽はありません。


□　「ＺＥＨ建築事業者支援事業補助金交付事務取扱要領」を熟読し、自身が補助対象者に該当することを確認しました。





暴力団排除等に関する誓約事項


当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。


記


１　法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号及び福島県暴力団排除条例（平成２３年福島県条例第５１号）に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。


２　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。


３　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。


４　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
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